
米原市告示第１４６号 

米原市介護予防のための施設利用料助成金交付要綱を次のように定める。 

  令和３年４月１日 

米 原 市 長  平 尾 道 雄 

 

米原市介護予防のための施設利用料助成金交付要綱 

 

 (趣旨) 

第１条 この要綱は、住民主体による介護予防に資する高齢者等の居場所づくりを推進するた

め、高齢者等で構成する団体が施設において実施する介護予防活動に対し、予算の範囲内に

おいてその施設の利用料の一部を助成することについて、米原市補助金等交付規則（平成17

年米原市規則第35号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

 (助成対象者) 

第２条 助成の対象となるものは、介護予防に資する取組を行う団体とし、次の各号の全てに

該当するものとする。ただし、団体の活動費として当該助成金以外の補助金等の交付を受け

ている場合は、助成の対象としない。 

 (１) 団体の構成員が５人以上で、かつ、市内に居住する65歳以上の高齢者が半数以上であ

ること。 

 (２) 市内で活動していること。 

(３) 宗教的または政治的な目的を有する団体でないこと。 

 (４) 米原市暴力団排除条例（平成23年米原市条例第36号）第２条第２号に規定する暴力団

員（以下「暴力団員」という。）または同条第１号に規定する暴力団もしくは暴力団員と

密接な関係を有しないものであること。 

 (助成対象事業) 

第３条 助成の対象となる事業は、市が指定する施設（以下「指定施設」という。）において

助成対象者が実施する介護予防に資する趣味活動や運動等とし、次に掲げる事項に該当しな

ければならない。 

(１) 月３回以上活動する計画があり、１回当たりの活動が１時間以上であること。 

(２) １回当たりの活動人数は、団体の構成員の半数以上であること。 

 (助成対象経費等) 



第４条 助成の対象となる経費は、助成対象事業を実施した施設の利用料とする。 

２ 規則第22条の３の規定にかかわらず、助成金の額は、次に掲げるとおりとする。ただし、

１団体当たりの１月間の施設の利用料に対する助成金の額の上限額は、1,000円とする。 

 (１) １回当たりの施設利用料が400円以上となる場合は、200円を上限とする。 

 (２) １回当たりの施設利用料が400円未満となる場合は、その額の２分の１とする。 

(助成登録申請) 

第５条 助成を受けようとする団体は、介護予防のための施設利用料助成団体登録申請書（様

式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 団体の構成員名簿（様式第２号） 

 (２) 第９条に定める介護予防のための施設利用料助成金に関する委任状（様式第３号） 

 (３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 (登録証の交付) 

第６条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、登録を決定したときは、介

護予防のための施設利用料助成団体登録証（以下「登録証」という。）（様式第４号）を交

付する。 

２ 登録証は、交付を受けた日からその交付を受けた日の属する年度の３月31日までを有効期

間とする。 

３ 登録証の交付を受けた団体（以下「登録団体」という。）は、助成を受けて指定施設を利

用しようとするときは、施設の利用申請を行う際に登録証を提示し、助成を受ける旨を係員

に申し出なければならない。 

 (登録証の再交付) 

第７条 登録団体は、登録証を破損し、汚損し、または亡失したときは、介護予防のための施

設利用料助成団体登録証再交付申請書（様式第５号）を市長に提出し、再交付を受けること

ができる。この場合において、破損し、または汚損した登録証は、市長に返還するものとす

る。 

２ 登録証の再交付を受けた登録団体は、亡失した登録証を発見したときは、直ちにこれを市

長に返還するものとする。 

 (登録証の返還) 

第８条 登録団体は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに市長に登録証を返還し

なければならない。 

 (１) 第２条に掲げる助成対象者でなくなったとき。 



 (２) 第３条に規定する助成対象事業を実施しなくなったとき。 

 (３) 第６条第２項に規定する登録証の有効期間を満了したとき。 

 (権限の委任) 

第９条 登録団体は、利用した指定施設の利用料に係る当該助成金の交付申請、請求および受

領に関する一切の権限を利用した指定施設の管理者に委任することができる。 

 (助成金の交付手続の特例) 

第10条 この助成金の交付については、規則第22条の２の規定により、規則第５条の交付の申

請および規則第18条の交付の請求ならびに規則第８条の交付の決定の通知および規則第16条

の額の確定の通知は併合し、規則第15条の実績報告は省略するものとする。 

 (交付申請および請求) 

第11条 登録団体または第９条の権限の委任を受けた指定施設は、月ごとに登録団体の利用料

の額をとりまとめて介護予防のための施設利用助成金交付申請書兼請求書（様式第６号）に

次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 (１) 登録団体の当該施設の利用料の額が分かる書類 

 (２) 介護予防のための施設利用助成金使用実績表（様式第６号別紙） 

 (３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 (交付決定および額の確定) 

第12条 市長は、前条の規定による助成金の交付申請があったときは、その内容を審査し、助

成金を交付することと決定したときは、介護予防のための施設利用料助成金交付決定および

額の確定通知書（様式第７号）により登録団体または当該施設に通知するものとする。 

 (助成金の返還) 

第13条 規則第19条に定めるもののほか、登録団体または指定施設が偽りその他不正な手段に

より当該助成金の交付を受けたときは、市長は当該助成金の全部または一部を返還させるこ

とができる。 

 (その他) 

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

付 則 

(施行期日) 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

 (有効期限) 



２ この告示は、令和５年３月31日限り、その効力を失う。 

  



様式第１号(第５条関係) 

米原市介護予防のための施設利用料助成団体登録申請書 

年  月  日 

  米 原 市 長    様 

申請者   住   所 

                    代表者氏名                

                    電 話番 号 

  米原市介護予防のための施設利用料助成金交付要綱第５条の規定により、次のとおり団体

の登録を申請します。 

 

団 体 名 
 

 

団体設立年月 年   月 団体構成員数       人 

月間における 

活動計画 

 団体が活動する曜日や時間、１か月で何回活動する等を記載してく

ださい。 

 

 

活動内容 

団体が施設で行う趣味活動、運動、その他介護予防活動に資する活

動を記載してください。 

 

 

 

 

備  考 
 

 

 （添付書類） 団体の構成員名簿（様式第２号） 

        介護予防のための施設利用料助成金に関する委任状（様式第３号） 

 処理欄：登録番号  



様式第２号(第５条関係) 

団体の構成員名簿 

 

団体名                  

 

No. 氏 名 住 所 生年月日 備 考 

１    代表者 

２     

３     

４     

５     

６     

７     

８     

９     

10     

11     

12     

13     

14     

15     

16     

17     

18     

19     

20     



様式第３号(第５条関係) 

 

米原市介護予防のための施設利用料助成金に関する委任状 

 

年  月  日 

 

  米 原 市 長  様 

委任者   団 体 名 

代表者氏名             ○印 

                    住   所                

 

  私は、米原市介護予防のための施設利用料助成金交付要綱の規定による助成金の交付申

請、請求および受領その他助成金の交付に関し、必要な一切の権限を下記の施設の管理者に

委任します。 

 

記 

 

受 任 者 

所在地 
 

 

名 称 

（利用施設名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号(第６条関係) 

 

                  （表） 

米原市介護予防のための施設利用料助成団体登録証 

登録団体名  

団体代表者  

登録番号    － 登録年月日 年 月 日 

          （有効期間）   年  月  日まで有効  

          ※活動の際は、利用施設に本登録証をご提示ください。 

 

 

                  （裏） 

                注 意 事 項 

     １ 活動内容に変更が生じた場合は、速やかに市長に届けてください。 

     ２ この登録証を破損し、汚損し、または亡失したときは、市長から 

再交付を受けてください。 

     ３ 登録団体の対象とならなくなったとき、有効期間を満了したときは、 

この登録証を速やかに市長に返してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号(第７条関係) 

 

米原市介護予防のための施設利用料助成団体登録証再交付申請書 

 

年  月  日 

  米 原 市 長  様 

 

申請者   住   所 

                    代表者氏名                

                    電 話番 号 

                        

 米原市介護予防のための施設利用料助成団体登録証を（ 汚損 ・ 破損 ・ 亡失 ）し

たので、再交付を申請します。 

 

団 体 名 
 

 

登録証交付日 年   月   日 登録番号     ―     

 

再交付の理由 

 

 

備  考 
 

 

 （注） 汚損、破損した登録証は、返還してください。 

 

 

 

 



様式第６号(第11条関係) 

 

米原市介護予防のための施設利用料助成金交付申請書兼請求書 

 

年  月  日 

 

  米 原 市 長  様 

   所在地 

                    名 称              ○印 

                     

 米原市介護予防のための施設利用助成金交付要綱第11条の規定により、次のとおり助成金の

交付を申請し、請求します。 

 

（     ）年（     ）月分 

 

交付申請および請求額                   円 

（交付申請および請求額の明細は別紙のとおり） 

 

 

助成金の振込先 

金 融 機 関 名  種  別  

口 座 番 号  

口 座 名 義  

 

 

 



様式第６号別紙(第11条関係) 

利用団体名 利用人数 
施設利用に要し

た費用 ① 
助成額 ② 

利用者負担額 

①-② 

  

 

人 円 円 円 

  

 

人 円 円 円 

  

 

人 円 円 円 

  

 

人 円 円 円 

  

 

人 円 円 円 

  

 

人 円 円 円 

  

 

人 円 円 円 

  

 

人 円 円 円 

  

 

人 円 円 円 

  

 

人 円 円 円 

 

※助成額 

  ・１回当たりの施設利用料  400円以上：上限200円 

                400円未満：利用料の２分の１ 

  ・１団体当たりの１月の上限額：1,000円 

 

 

 



様式第７号(第12条関係) 

 

米原市介護予防のための施設利用料助成金交付決定および額の確定通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

           様 

 

米 原 市 長  印   

 

    年  月  日付けで申請のあった米原市介護予防のための施設利用料助成金につい

ては、米原市介護予防のための施設利用助成金交付要綱第12条の規定により、下記のとおり助

成金を交付することに決定し、併せてその額を確定したので通知します。 

 

 

記 

 

交付金額                   円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


